業務委託契約書
１．委託業務名　　　　
２．履行場所　　　　
３．履行期間　　　　令和　　年　　月　　日から
　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日まで
４．契約金額　　　　金　　　　　　　　　円

　　　　　　　　　　（事務費及び消費税、地方消費税を含む）

５．契約保証金　　　　免　除
６．支払回数の上限　　○○回
　上記の委託業務について、委託者　白井市（以下「委託者」という。）と受託者公益社団法人白井市シルバー人材センター（以下「受託者」という。）は、別添の条項に基づいて委託契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。

　本契約締結の証として本書２通を作成し、委託者及び受託者が記名押印のうえ、各自１通を保有する。
　　　令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　委託者：住　所　　千葉県白井市復１１２３
　　　　　　　　　　　　氏　名　　白　井　市
　　　　　　　　　　　　　　　　　白井市長　笠井 喜久雄　 　　印
　　　　　　　　受託者：住　所　　千葉県白井市清戸７６５番地の２
　　　　　　　　　　　　氏　名　　公益社団法人白井市シルバー人材センター
　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　　　　　　　 　　 印
（総則）

第1条 委託者は、別紙仕様書に基づく業務（以下「業務」という。）を受託者に委託し、受託者はこれを受託するものとする。
（指示等および協議の書面主義）

第２条　この約款に定める指示、請求、報告（以下「指示等」という。）は、書面により行わなければならない。

２　前項の規定にかかわらず、緊急やむを得ない事情がある場合には、委託者及び受託者は、前項に規定する指示等を口頭で行うことができる。この場合において、委託者及び受託者は、既に行った指示等を書面に記載し、これを相手方に交付するものとする。

３．委託者及び受託者は、この約款の他の条項の規定に基づき協議を行うときは、当該協議の内容を書面に記録するものとする。
（業務主任担当者の選任)

第３条　業務の履行についての連絡、調整を密にするため、受託者は業務主任担当者（当該業務に関し、主として指導・管理・監督を行う者）を定め、委託者に通知するものとする。なお、変更があった場合も同様とする。
（権利義務の譲渡等）
第４条　受託者は、本契約によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は継承させてはならない。ただし、書面により委託者の承認を得たときはこの限りでない。
（再委託の禁止）

第５条　受託者は、業務を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。ただし、書面により委託者の承認を得たときはこの限りでない。

（業務内容の調査等）
第６条　委託者は、必要に応じ受託者に対して業務の履行状況等について調査し、又は報告を求めることができる。
（業務に関する取決め事項）
第７条　委託者と業務主任担当者は、仕様書及び設計書に基づき業務内容の確認及び調整を行い、契約締結後１４日以内に業務主任担当者が業務計画表を作成し、委託者に提出しなければならない。

２　委託者は、必要があると認めるときは、前項の業務計画表を受理した日から７日以内に、受託者に対してその修正を請求することができる。

３　この約款の他の条項の規定により履行期間又は設計図書等が変更された場合において、委託者は、必要があると認めるときは、受託者に対して業務計画表の再提出を請求することができる。この場合において、第１項中「契約締結後」とあるのは「当該請求があった日から」と読み替えて前２項の規定を準用する。

４　業務計画表は、委託者及び受託者を拘束するものではない。

５　委託業務を履行するために、受託者が委託者から機材等を借りる場合は、機材等貸与契約を別途締結するものとする。
６　受託者は、期間中、受託者の指定した者（以下「作業員」という。）を業務に従事させるものとし、業務主任担当者が作業員に対し、業務上の指示を行うものとする。業務計画表等の変更があった場合についても同様とする。

７　委託者は、受託者の業務執行状況が委託者の業務執行に支障を来たすと認められるときは、受託者に対し作業員の交代を求めることができる。
８　前項の要求があったときは、受託者は、直ちに必要な措置を講じるものとする。
（業務内容の変更等）
第８条　委託者は、必要がある場合には業務の内容を変更し、又は業務を一時中止することができる。この場合において、契約金額又は期間を変更する必要がある時は、委託者と受託者とが協議して書面によりこれを定める。

２　前項の場合において、受託者が損害を受けたときには、委託者はその損害を賠償しなければならない。賠償額は、委託者と受託者とが協議して定める。
（損害により生じた経費の負担）
第９条　受託者は、業務履行に関し発生した損害（第三者に及ぼした損害を含む。）によって生じた経費を負担するものとする。但し、その損害の発生が委託者の責めに起因する場合は委託者が負担するものとする。
（検査及び引渡）
第１０条　受託者は、業務を完了したときは、業務完了報告書を業務完了後１０日以内に委託者に提出しなければならない。ただし、月ごとに業務を実施するものについては、委託業務実施月の翌月の１０日までに業務実施報告書を提出し、業務完了報告書については、業務が完了した後に提出するものとする。
２　委託者又は委託者が検査を行う者として定めた職員（以下「検査職員」という。）は、前項の規定による業務完了報告書又は業務実施報告書を受理した日から１０日以内に設計図書に定めるところにより、業務の完了又は業務の実績を確認するための検査を完了しなければならない。

３　受託者は、業務が第２項の検査に合格しないときには、直ちに履行して委託者の再検査を受けなければならない。

４　第１項及び第２項の規定は前項の再検査の場合においても準用する。
（委託料金の支払）
第１１条　受託者は、前条の規定による検査に合格したときは、業務委託料を請求するものとする。
２　委託業務の性質上分割計算できるものについては、分割により業務委託料を請求することができる。ただし、この請求は委託業務の期間中頭書の支払回数の上限の回数から１を減じた回数（０となる場合は出来高による支払ができないと解釈する。）を超えることができない。
３　委託者は、受託者が提出する「業務実施報告書」により、委託業務の作業量が当初予定していた作業量より少ない場合は、受託者と協議のうえ最終支払時に委託額を変更し、精算することができる。
４　委託者は、第１項及び第２項の請求を受けたときは、その日から起算して３０日以内に業務委託料を支払わなければならない。

５　受託者は、前項の期間内に業務委託料を支払わないときは、委託者に対して支払金額に政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和２４年法律第２５６号）第８条第１項の規定により財務大臣が決定する率（年当たりの割合は閏年の日を含む期間についても、３６５日の割合とする。）を乗じて計算した金額を遅延利息として請求することができる。
（契約の解除）
第１２条　委託者は、受託者が本契約に違反し、その違反により契約の目的を達成することができないと認められたとき、又はやむを得ない理由があると認められるときは、契約を解除することができる。
２　前項により委託者が契約を解除したときは、受託者は契約金額の１／１０に相当する額を違約金として委託者の指定する期日までに委託者に支払わなければならない。
３　受託者は、委託者が第８条の規定により業務の内容を変更したため委託料金が２／３以上減少したとき、又は委託者が本契約に違反し、その違反により契約の履行が不可能になったときは契約を解除することができる。
４　前項により受託者が契約を解除したときに損害があるときは、受託者はその損害の賠償を委託者に請求することができる。
（秘密の保持）
第１３条　受託者は、業務の遂行上知り得た秘密を第三者に漏らしてはならない。
２　受託者は本契約の成果品（業務の履行課程において得られた記録等を含む。）を第三者に閲覧させ、複写させ又は譲渡してはならない。
（事故等の報告）
第１４条　受託者は、業務履行中に事故等が発生した場合は、委託者に直ちに連絡し、委託者の指示に従うものとする。
（補　則）
第１５条　本契約又は本契約に定めのない事項について疑義を生じたときは、必要に応じ委託者と受託者とが協議してこれを定めるものとする。
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